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新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の一部解除後における 

工事及び業務の対応について 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、令和３年２月８日に緊急事態

宣言が一部の地域において解除された。緊急事態宣言を踏まえた工事又は測量・調

査・設計等の業務（以下「工事等」という。）の対応については「新型コロナウイル

ス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について」（令和３年１

月７日付け国会公契第 29号、国官技第 251号、国官総第 151号、国営管第 412号、

国営計第 118号、国港総第 514号、国港技第 65号、国空予管第 580号、国空空技第

282号、国空交企第 206号、国北予第 46号。以下「１月７日通達」という。）におい

て取扱いを周知したところであるが、緊急事態宣言が解除された地域は、令和３年２

月２日に改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、

緊急事態宣言の解除後の対策の緩和については段階的に行い、必要な対策はステージ



 

Ⅱ相当以下に下がるまで続けることとされているため、当該地域における工事等の実

施に当たっては、地域の感染防止対策の実施状況を踏まえながら、適宜、対応された

い。 

 


